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以上、ロイター記事により、いくつかの金融機関の対応をみてきたが、要約すると多国

籍金融機関は、比較的大規模にロンドンからのシフトを検討しているが、一方、英系金融

機関は小幅な影響にとどまるとみているといえるであろう。 

 

第 2 節 国際金融センターの形成に関連する諸理論 

 

冒頭に述べたように、国際金融センターの形成について論じる研究は十分に蓄積されて

いるとはいい難い。ここでは、このテーマに関連すると考えられる既存の研究について 3

分野に絞り概観しておきたい。 

  

① 産業集積論 

まず国際金融センターの集中度が高まりつつあると推察される背景について、産業集積

論から論じたい。この議論は、ある地域に、ある産業が集まって立地、集積により外部経

済性などを享受することにより、集積が一層強化されていくという現象を分析しようとす

るものである。この分野の嚆矢となった業績は、古く Marshall ,A.(1890)にまで遡ること

ができる。すなわち、Marshall は、同一産業が同じ地域に立地することにより、技能者の

労働市場が形成され、技能労働者間で情報が迅速に伝達できるようになるとする。その結

果、「接触の利益」が生じ、一種の外部経済性を享受することにより、収穫逓増が実現でき

ると主張したのである。さらに、近年、Krugman.P(1991)も、規模の経済性、輸送費、外

部経済性と分業などの要因に注目しつつ、集積のメリットについて論じた。多種多様な企

業が特定地域に立地、互いに外部経済性を享受することにより、イノベーションが生じる

一方、集積地に産業がとどまるというロックイン効果が生じるとされたのである。ここで

重要な概念は、「接触の利益」である。すなわち、多様なスキルを有する知的人材の集積す

ることにより、高度な情報を獲得できるとするものである。都市化の経済（Urbanisation 

Economies）として主張される概念ともいえる。 

Pred, A(1977)によると、産業間で交換される情報は、次の 3 つに分類できるという：

(1)private information, (2)public information, (3)specialized visual informationである。

このうち、(1)は face-to-face で得られる情報であり、集積のメリットが生じやすいカテゴ

リーといえる。また、(2)は、現代ではインターネットなどにより得られる情報であり、た

とえ産業が遠隔地に位置しても、情報共有が可能とされる。 
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ところで、Chinitz,B(1961)は、ニューヨークとピッツバーグを比較した。すなわち、多

様な産業が位置する大規模な都市であるニューヨークと鉄鋼業に特化したピッツバーグの

成長率を対比したのである。その結果、ニューヨークの成長率はピッツバーグを上回った

ことを見出した。大都市の方が「接触の利益」を享受できる可能性が高いことが、こうし

た現象の背景になっていると考えられる。 

なお、この比較研究は、本稿の目的にも示唆を与える。すなわち、867.4 万人（2015）

を有し、多様な産業が立地するロンドンの発展性は、金融など特定産業に特化した人口は

70.0 万人（2012）のフランクフルトより、発展可能性を有していると考えられるかもしれ

ない。 

また、藤田昌久（2003)は、前方連関効果と後方連関効果に注目し、産業集積のメリット

について論じた。すなわち、消費財・中間財の多様性が企業・消費者の集積を生み、より

高度な情報を獲得した労働者の実質所得増がさらなる労働者の集積を生むというのが前方

連関効果である。また、大きな消費財市場がより多くの特化した消費財生産者を引き付け

るというのが後方連関効果とされる。換言すれば、多様な人材・知識労働者の集積が多様

な情報・知識の集積を生み、多様な知識労働者間の face-to-face の対話を中心として行わ

れる情報・知識の双方向伝達と新しい知識の創造がその都市におけるイノベーション・活

動を促進するとされるのである。 

一方、この分野では、Maskell & Malinberg(1999)の業績が注目される。彼らによると、

知識は「形式知」と「暗黙知」に分類されるが、暗黙知には粘着性があり、地域的に定着

性があり、暗黙知の交流がイノベーションを引き起こすことに集積のメリットが生じる可

能性があるとされたのである。また、Bathelt et al.(2004)よれば、地域内外の情報交流は

"local buzz"と"pipeline"に分類することが可能とされる。ここで"local buzz"とは地域内の

人々が交わす何気ない会話のことであり、他方、"pipeline"とは地域間の情報経路であり、

インターネットなどが該当する。企業は"local buzz"及び"pipeline"のいずれも重要視、そ

れらを組み合わせて利用し、イノベーションにつなげるとされる。 

一方、Capello,R.(2000)は、都市間のネットワークにより情報の補完関係を形成し、外部

経済を実現しうると主張する。この結果、都市間でシナジー効果が生じる可能性について

言及している。この点は本稿の研究目的にとって重要といえるかもしれない。すなわち、

かりにロンドンから金融機関が他の都市へシフトするにしても、その都市間、例えば、フ

ランクフルトにヘッドクオーター、パリにデリバティブの開発、バックオフィスをダブリ
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ンに置き、それぞれをネットで結び付けることにより、効率的なオペレーションが可能に

なるかもしれないのである。 

これまで産業集積論という観点から、ロンドン・シティーの将来に関係する可能性があ

る議論をサーベイしてきた。その結果、金融の分野においても、意外に face-to-face の関

係は重要であり、多様な情報に接触することにより、様々な外部経済を享受でき、それが

故に国際金融センターは集中する傾向があることが判明した。ただ、一方で金融機関を含

む企業は"local buzz"と"pipeline"を組み合わせることにより意思決定を行うとすると、

Capello の主張に基づけば、効率的なネットワークを形成することにより、"local buzz"の

重要性を引き下げることもありえる。そうなると、フランクフルト・パリ・ダブリンなど

都市間ネットワークを構築し、国際金融機能の分散化が実現できるかもしれない。 

 

② レント・シーキング（Rent Seeking）理論 

次に本稿の分析目標を考察する際に重要とみられる理論は、レント・シーキング理論で

ある。このレント・シーキングとは、民間企業などが政府や官僚組織へ働きかけを行い、

法制度や政治政策の変更を行なうことで、自らに都合よく規制を設定したり、または都合

よく規制の緩和をさせたりすることにより、超過利潤（レント）を得るための活動といえ

るであろう。なお、もともと政治学においては、レント/レント・シーキングは否定的な見

解が強く、場合によっては汚職と同義とされることもある。例えば、Kruger,A(1974)によ

ると、経済活動に課される規制により、様々なレントが発生することがありえるが、人々

はレントを追い求めて競い合う結果、場合によれば非合法活動を生むことすらありえると

されている。 

経済学の分野からこの問題を考察する際、契機となった業績は Khan and Jomo(2000)で

ある。周知の通り、1997 年のアジア金融危機は、この地域に蔓延しているレント・シーキ

ングの結果によると批判された。すなわち、政治・官僚・企業の癒着がアジアでは一般的

であり（「仲間資本主義（crony capitalism）とも称された」、これがアジア金融危機を招い

たという主張である。ただ、彼らによれば、従来のレント・シーキング分析は投入費用に

のみ着目しており、この投入費用と社会的費用の間にギャップがあると考えるのが通例で

あったとする。ただ、彼らはレント・シーキングのアウトプットも考慮すべきであると主

張する。すなわち、レント・シーキングを考察する際、どれだけの社会的便益を生むかを

含め、総合的に論じる必要があるするのである。また、彼らは資源配分上、非効率を生む
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レントもあるが、成長を促進するレントも存在するとも考える。事実、アジアでは、レン

トの存在にもかかわらず、高い成長を実現している点が重要としている。 

ところで、レント・シーキングの具体的活動は、しばしば「ロビー活動（Lobbying 

activities）と称されるが、Milbrath, L.W.(1960 は、ロビー活動を単なる通信手段（1960

代）と考えていた。ただ、時代と共にこうした見解は変化する。すなわち、Van 

Shendelen,R.(1993)は、企業による公的部門に対するインフォーマルな情報交換活動をと

らえる。さらに、Koeppl,P(2001)は法的・行政的影響を及ぼそうとする過程と認識されて

いる。現在の状況であるが、”Corporate Europe Observatory（CEO）によれば、欧州で

は 1 万 5,000 人がブリュッセルを中心に当該分野で活動に従事しているとされる(注 3)。

その背景には、EU 統合の進展とともに、意思決定の中心地が各国から EU へ次第にシフ

トしつつある点を指摘できる。 

また、英国企業のロビー活動に関してみると、CEO の発表（2016 年 6 月 7 日）によれ

ば英国の銀行部門は、EU への影響を強めるため、340 万ポンドを支出しているとされる。

また、2014 年 12 月から 2016 年 5 月までの期間、英国の銀行部門は 228 人の欧州委員会

高官と会合を持っているとされている。また、LobbyFacts.eu（2015 年 1 月 29 日）によ

ると、金融産業はブリュッセルにおける英国の最大のロビー活動団体であるとされる。銀

行活動に対する新たな制度を導入しようとする EU に対して、英国の銀行部門はブリュッ

セルにおいて、活発なロビー活動を展開しているともいえる報告である。英国は EU 加盟

国でありながらユーロ圏外に留まるため、その情報格差を埋めるべく努力が行われている

といえるであろう。 

銀行同盟、資本市場同盟を始めとして、EU では金融制度の変更が生じるとみられ、さ

らに EU の銀行制度が世界の金融市場にも影響を及ぼす可能性があるが、その際、EU の

規制当局と英金融機関の業界団体との間で face-to-face の関係を強化できるであろうか。

場合によっては、英金融機関が情報格差により対応の遅れが生じるとすると、ロンドンの

地位低下がもたらされる可能性も否定できないであろう。 

 

③ リレーションシップ・バンキングの理論 

次に考察したい経済理論はリレーションシップ・バンキングに関するものである。野村

証券によると、リレーションシップ・バンキングとは、金融機関が顧客との間で親密な関

係を長く維持することにより、顧客に関する情報を蓄積し、この情報をもとに、貸出等の
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金融サービスの提供を行うことで展開するビジネスモデルのことをさす。リレーションシ

ップ・バンキングのメリットは、長期継続的な取引関係の中から、通常、外部より入手し

にくい借り手の信用情報を得られることで、貸出の際に、金融機関が借り手の情報を収集

し、モニタリングするコストが低減できる点にある。Berger & Udell(1995)によると、長

期に銀行取引を行っている小企業に対して、銀行はより低金利で融資し、しかも少額の担

保しか要求しないという。 

また、Elyasiani & Goldberg(2004)の主張は次のように要約できる。すなわち、一般に、

小企業は経営の透明性が低いため、小企業と銀行の長期取引が重要となる。タイムシリー

ズ情報・空間的に得られる情報（face-to-face 取引による）を獲得するためである。また、

Berger & Udell(2002)は銀行貸出を transaction-based lending と relationship lending に

分類し、前者は大手銀行、後者は中小・地域金融機関が対象となる。場合によっては、同

一銀行内部に 2 つの組織が存在することもあるという。 

BREXIT 後も、英国産業が英国に残留する限り、英国産業と英国銀行との関係は維持さ

れる可能性が強いと判断される。既述にように、多国籍金融機関と対比すると、英国金融

機関の他の欧州都市へのシフトがやや消極的にみえる背景である。 

 

第 3 節 BREXIT とロンドン 

 

次に既述したような理論を踏まえ、BREXIT 後、ロンドンの国際地位はどのように変化

するかという点について論じてみたい。その際、近年、注目を浴びつつある SWOT 分析を

用いてみることにする。この SWOT 分析は、Harvard Business School の Kenneth 

Andrews,K(1965)や Stanford Research Institution の Albert Humphrey らの研究から始

まったとされる。具体的には、組織を「強み (Strength)」「弱み (Weakness)」「機会

(Opportunity)」「脅威(Threat)」の 4 つの軸から評価する手法である。「強み」「弱み」の

軸は企業の内部要因であるとされ、「ヒト」「モノ」「カネ」「情報」などについて分析が行

なわれたうえで、それらが外部要因に対してどれほど力を発揮できるかを評価する。一方、

「機会」「脅威」の軸は外部要因とされ、「経済状況」「規制」といったマクロ要因と「競業

他社」「顧客」といったミクロ要因について分析する。そのうえで、このような内部要因と

外部要因とを縦横軸にしたマトリックス表を作成し分析しようとする。 

Cuneo,J によれば、BREXIT に関する SWOT 分析は次のように要約できるという。な
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お、この分析結果が発表されたのは、2016 年 6 月 6 日、すなわち、国民投票の直前であ

り、同投票は織り込まれていない。あくまで想定される変化によっている。また、この分

析は、在英国の金融機関トップ何人かの見解を併記したものであり、このため整合的でな

い箇所が含まれている。 

 

表-5 BREXIT 後のロンドン 

強み 弱み 

・金融サービスを提供しうるサービス基盤

型経済 

・BREXIT 後、EU との間で貿易障壁のな

い関係を構築 

・BREXIT 後、EU の規則には縛られない

独自の規則制定 

・英産業との密接な関係 

・BREXIT 後の不確実性が長期にわたる可

能性 

・BREXIT 後、英国保険業が EU 内で取引

できるかどうか不確実。しかも不確実な

期間が長期化する懸念 

 

機会 脅威 

BREXIT 後、EU への拠出金削減⇒他分野

に充当 

・豪州・ニュージーランド、中国、インド

及び米国と貿易関係強化の可能性 

 

・BREXIT は英経済にマイナス。生産ネッ

トワークの運営に支障 

・フランクフルト・ダブリンなど欧州の他

の金融機関にとってビジネス・チャンス

⇒ロンドンの地位低下 

出所）Cuneo,J（2016）,SWOT Analysis : Weighing up a Brexit vote 
注）一部、筆者が加筆。 

 

第 4 節 結論 

 

表－5 によれば、強みのうち、「EU との間で貿易障壁のない関係」の形成についていえ

ば、現時点では期待薄といえる。メイ首相は、いわゆる"hard BREXIT"に傾いていると伝

えられているからである(注 5 )。またサービス基盤型経済の形成は多様な人材をベースと

しているが、移民を制限すると多様な人材の確保が困難になる可能性があるからである。

さらに、機会のうち、非 EU 諸国との貿易関係強化には時間が必要とされる。因みに、

BREXIT 以前に、英国が非 EU 諸国と貿易協定を締結することは不可能である。英国が
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EU のメンバー国である期間中、通商交渉の権限は英国ではなく EU が有しているからで

ある。その結果、表－5 に記載された強み・機会が弱み・脅威を上回るとは見込めないこ

とになる。すなわち、現時点ではロンドンの有する国際的地位は高いものがあるが、長期

的にみると、ロンドンの国際的地位は低下する可能性と考えられる。その際、例えば、ロ

ンドンに代わり、フランクフルト、パリ、ダブリンなどの都市がネットワークを形成する

ことにより、新たな形態の「国際金融センター」が生じる可能性が強いといえる。 

 

 

 

 
(注 1 ) http://www.longfinance.net/global-financial-centres-index-20/1037-gfci-20.html 

(注 2) 
http://www.sh.xinhuanet.com/shstatics/zhuanti2014/zsbg/en.pdf#search=%27international+fina
ncial+center+dowjones%27 

(注 3）https://corporateeurope.org/about-ceo 

(注 4) https://lobbyfacts.eu/ 

(注 5)2017 年 2 月 27 日付け日本経済新聞 
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第 6 章 難民とドイツの労働力不足 

 

（一財）国際貿易投資研究所 客員研究員 

新井 俊三 

 

第 1 節 難民の大量流入 

 

シリア内戦の激化および長期化、イラクにおける宗派対立の深刻化、イスラム国（IS）

の台頭、エリトリアの独裁などにより、中東、北アフリカなどから難民が大量に発生し、

欧州に流入、特にドイツに集中し、深刻な問題を引き起こしている。 

図表 1 に 1990 年以降のドイツにおける難民申請者数を示した。難民は難民としての地

位などを求めて申請を行うが、これが拒否された場合再申請を行うことができる。図表 1

の数字は第 1 次申請と再申請の合計の数字である。ドイツに到着した難民は一定の基準に

基づいてドイツ各州に受け入れられ、そこではじめて難民の申請を行うため、入国者が申

請をするまでに時間がかかる。2016 年前半ではこれが約 5 ヶ月といわれている。連邦内

務省によれば、2015 年には 89 万人の難民が入国、2016 年には 28 万人であり、難民が急

増して問題となったのは 2015 年である。2016 年にはいわゆるバルカン・ルートがハンガ

リーの国境閉鎖により利用できなくなり、また EU とトルコによる協定により難民の流入

がかなり減少した。 

1990 年代前半に難民申請者が多かったのは、冷戦の終了で旧ソ連、東欧諸国特に旧ユー

ゴスラビアからの難民の申請が増加したためである。この時期にはまた旧ソ連、東欧諸国

にいたドイツに出自をもつ市民（Aussiedler）を受け入れ始めた時期でもあり、年間 20 万

人以上がドイツに入国している。 

上位 10 カ国の難民申請者数および認定者数を示したのが図表 2 である。シリア、アフ

ガニスタン、イラク、イランなどの中東諸国が上位を占める。国により認定の割合に差が

あり、シリア出身者に対してはほぼ 100％、イラク、エリトリアなどに対しても高い認定

率を示しているが、アルバニア、パキスタン、ナイジェリアなどの認定率は低い。 
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図表 1 ドイツにおける難民申請数の推移 

  
 出所：Aktuelle Zahlen zu Asyl, Dezember 2016、連邦移民難民庁 

 

図表 2 上位 10 カ国の難民申請者数および認定者数 2016 年 1～12 月 

 出所：Asylgeschaeftsstatistik、連邦移民難民庁 
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1997
1996
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1994
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1992
1991
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うち庇護
シリア 268,866 266,250 2,616 295,040 166,520 756 121,562 910 98.0% 167 5,881
アフガニスタン 127,892 127,012 880 68,246 13,813 80 5,836 18,441 55.8% 24,817 5,339
イラク 97,162 96,116 1,046 68,562 36,801 247 10,912 439 70.2% 14,248 6,162
イラン 26,872 26,426 446 11,528 5,443 453 257 150 50.7% 3,806 1,872
エリトリア 19,103 18,854 249 22,160 16,666 109 3,652 119 92.2% 135 1,588
アルバニア 17,236 14,853 2,383 37,673 18 1 73 78 0.4% 30,020 7,484
不明 14,922 14,659 263 15,371 6,782 26 6,084 111 84.4% 1,189 1,205
パキスタン 15,528 14,484 1,044 12,935 275 10 49 105 3.3% 8,201 4,305
ナイジェリア 12,916 12,709 207 3,786 127 11 34 213 9.9% 1,787 1,625
ロシア連邦 12,234 10,985 1,249 12,799 357 21 127 177 5.2% 5,712 6,426
上位10カ国 612,731 602,348 10,383 548,100 246,802 1,714 148,586 20,743 75.9% 90,082 41,887

合　計 745,545 722,370 23,175 695,733 256,136 2,120 153,700 24,084 62.4% 173,846 87,967

難民申請 決定件数

合　計
難民認定

準難民認定 送還免除 割合（％） 却下上位10カ国 その他合計 第1次申請 再申請
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図表 3 に EU 主要国での難民申請者数を示した。人口比でみるとドイツより申請者が多

い国もあるが、総数で見ると EU 全体での申請者数の 3 割以上をドイツが占めている。ま

た難民認定の基準も国により違いがあるため、例えばハンガリーなどは認定数が少なくな

っている。 

 

図表 3 EU 主要国での難民申請者数 

   
出所：EUROSTAT 

 

なぜ、ドイツに難民が集中しているのだろうか。一つには難民受け入れの寛大な政策が

寄与している。ドイツはナチスの過去への反省から、憲法に当たる基本法に政治的亡命者

を受け入れる庇護権を規定、比較的緩やかに政治亡命者を受け入れてきた。この基本法第

16 条の庇護権はドイツ統一後改正されたとはいえ、現在も残っており、また難民法により

難民の受け入れも実施されている。 

大規模な難民あるいは外国人の流入を戦後のドイツは何度か経験している。第二次世界

大戦直後から、オーデル・ナイセ以東あるいはズデーテンなどから約 1,200 万人のドイツ

人が追放され、これらの人々を当時の 4 カ国によるドイツ被占領地域で受け入れたという

経験がある。また、1960 年代の「経済の奇跡」の時代には、二国間で協定を結び、はじめ

はイタリア、スペイン、ギリシャなどの南欧諸国から、ついでトルコ、ユーゴスラビアな

どから、いわゆる外国人労働者を受け入れた。1973 年の第 1 次オイルショックによる不

況により、外国人労働者の募集は中止されたが、最盛期には 250 万人の外国人が就労して

いた。 

今回の寛容な難民の受け入れについては、メルケル首相の個人的な信条に理由を求める

むきもある。牧師の娘という家庭的背景から来るキリスト教的人道主義、旧東ドイツとい

2014年
人数 人数 対前年比（％） 割合（％） 人口比（％）

EU28カ国合計 626,960 1,322,825 212.0 100.0 0.26
　デンマーク 11,080 20,315 183.3 1.5 0.35
　ドイツ 202,645 476,510 235.1 36.0 0.59
　フランス 64,310 76,165 118.4 5.8 0.11
　イタリア 64,625 83,540 129.3 6.3 0.14
　ハンガリー 42,775 177,135 414.1 13.4 1.80
　オーストリア 28,035 88,160 314.4 6.7 1.02
　オランダ 24,495 44,970 183.6 3.4 0.27
　フィンランド 3,620 32,345 893.5 2.4 0.59
　スウェーデン 81,180 162,450 200.1 12.3 1.67
　英国 37,785 40,160 106.3 3.0 0.06

2015年
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う閉ざされた地域で経験した自由への憧れへの理解などから難民の受け入れに積極的であ

ったといわれる。また、一般市民も多くのボランティアが難民受け入れに協力している。 

難民側でも、受け入れ後の宿泊施設の手配、食事の供給、金銭的・物質的支援、語学教

育、職業教育など、条件に恵まれたドイツあるいは北欧諸国を目指す者が多かった。また、

経済が好調で、就職先がすぐ見つけられる期待もあったであろう。 

一方、急激な大量の難民の流入は多くの問題を引き起こし、課題を発生させた。受け入

れ窓口担当者の不足、アラビア語などの通訳者の不足、一時収容施設の不足などもあった。

また、難民への不安、安全の懸念なども持ち上がり、難民受け入れに反対するものも少な

くない。収容施設への放火なども頻発している。 

「我々はできる( Wir schaffen das )」と積極的に難民を受け入れたメルケル首相も、急

激かつ大量の難民の流入で、反対運動が盛り上がり、支持率の低下に悩まされた。難民の

大量流入から 1 年、「できることなら、時計を戻したい( Wenn ich könnte, würde ich Zeit 

zurückdrehen )」と、なかば失敗とも取れる発言をした。 

難民受け入れによりイスラム国家（IS）とみられるテロも発生するようになっている。

2016 年 7 月にはドイツ南部で、IS に影響を受けたと見られるアフガニスタン出身の少年

が乗客を斧で襲うという事件が発生、ベルリンでは奪ったトラックでクリスマス・マーケ

ットを襲うというテロも発生している。 

反対意見に後押しされ、難民の受け入れには制限的な右派政党、「ドイツのための選択肢

（Alternative für Deutschland ）」も支持率を伸ばし、欧州議会、州議会にも議席を確保

するようになった。また、政府与党内部でもキリスト教民主同盟（CDU）の姉妹政党、キ

リスト教社会同盟（CSU）のゼーホーファー党首は難民の受入数に上限を設ける案を主張

しており、両党間での主張の隔たりは解決されたわけではない。今年の秋に予定される総

選挙では、難民の受け入れ、テロ対策が争点の 1 つとなりそうである。 

 

第 2 節 ドイツの労働力不足 

 

ドイツの難民受け入れの前向きな姿勢に関し、労働力不足を補うために難民を受け入れ

ているのではないかという指摘がなされることがある。ドイツ産業界としては難民受け入

れに積極的であったわけではないが、流入する難民を労働力として期待していることも事

実であろう。 
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2017 年 1 月 12 日に連邦統計局から発表された GDP 速報値によると、2016 年の実質

GDP 成長率は対前年比 1.9％増で、雇用者数はドイツ統一以来最高の 4,350 万人に上ると

いう。2017 年には成長率は鈍化すると予想されているが、労働力不足はやはり解消しな

い。 

そもそも、ドイツの労働力不足は人口動態から来ている。ドイツの 2010 年の人口ピラ

ミッドを図表 4 に示した。ドイツの団塊の世代のピークは 1964 年生まれで、136 万人に

のぼる。1965 年に経口避妊薬が解禁されたこともあり、その後出生数が減少し、現在に至

っている。連邦統計庁によると、2015 年には合計特殊出生率が 1982 年以来となる 1.50 と

なったが、これはドイツ在住の外国人の出生率が 1.95 と高かったためで、ドイツ人の出生

率は 1.42 であった。日本同様少子高齢化による労働力不足である。 

全独商工会議所（ DIHT – Deutsche Industrie-Handelskammertag ）の調査によると、

調査対象となった海外との取引もある製造業約 6,000 社のうち、約 40％が専門労働者不足

を指摘している（ FAZ - Frankfurter Allgemeine Zeitung 2016.12.27）。 

中堅企業もやはり専門労働者不足に悩んでいる。ドイツ中堅企業連盟（ BVMW – 

Bundesverband mittelständische Wirtschaft ）によると、傘下企業の 87％が空席となっ

た職場を埋められないとしており、そのため 35％の企業が注文を断っているという

（ BVMW のプレスリリースおよび FAZ 2015.12.29 ）。中堅企業はまた将来の専門労働

者の卵となるべき職業訓練生を見つけるのが困難になっている。従来、大学に進学せず、

職業教育をうけ専門労働者になる道を歩む生徒は、大企業よりも中堅企業を選ぶことが多

かったが、その中堅企業でも職業訓練生を見つけにくくなっている。少子化による絶対数

の減少および大学進学率の上昇が原因である。 
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図表 5 ドイツの人口ピラミッド 2010 年 

  

 

第 3 節 労働力としての難民への期待 

 

労働力として難民へのドイツ産業界の期待は大きい。ダイムラーのツェッチェ社長は

2015 年のフランクフルトの自動車ショーの際に、やや誇張と思われるが、「50～60 年代に

百万人を超える外国人労働者により経済の奇跡を成し遂げたが、難民により次の経済の奇

跡の基礎がもたれせられる可能性もある」と発言している（ FAZ 2015.9.15 ）。いくつか

の大企業は、赤十字などへの寄付を通じ、資金的・物質的に難民支援に貢献しているのを

はじめ、ジーメンスは研修生のポストを 100 用意しているし、ダイムラーも 40 人の研修

生を雇う予定である（FAZ 2015.12.21 ）。 

中堅企業については、連邦経済エネルギー省と全独商工会議所（ DIHT ）が共同で、中

堅企業に難民を統合する目的でポータルサイト「ネットワーク－企業は難民を統合する」

を立ち上げた（共同プレスリリース 2016.12.1）。 

難民は難民として認定されるとドイツ語やドイツ生活の知識などの教育を 6 ヶ月受ける

ことになるが、中小企業などはこれを短縮し、3 ヶ月目から働けるよう要求している。ま

た、職業斡旋では、ドイツ国民優先の原則があり、まずドイツ人で求職者がいないことを
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確認してから、斡旋を行うこととなっていたが、失業率の高い一部の地域を除き、この原

則がはずされた。難民を積極的に雇用したいというのは、家族経営の中小企業に多いとい

う。 

期待は大きい難民であるが、統合が円滑に進み、労働力として戦力になるかについては

悲観的な見方が多い。流入する難民の能力については当初、母国での学歴、職業資格など

が不明であったため、相反する憶測が流れた。「シリアから医者や技術者がやってくる」と

か、「難民は母国でほとんど学校にも通っていない」などといわれた。図表 6 に示したよう

に、難民は男性が多く、年齢も 20 代、30 代が多い。 

 

図表 6 年齢別、男女別難民申請者数 2016 年 1～12 月   

 
出所：Aktuelle Zahlen zu Asyl、連邦移住難民庁 

 

難民の母国での学歴については、聞き取り調査があり、自己申告とはいえ平均すると高

学歴ともいえる。ただし、避難の際に学歴、職歴を証明する書類を持参しなかったり、途

中で紛失したりしており、客観的に証明することができない場合が多い。 

 

  

申請者数 比　率 申請者数 比　率 申請者数 比　率

4歳未満 78,192 10.8% 40,384 8.5% 37,808 15.3% 51.6% 48.4%
4歳～6歳未満 27,668 3.8% 14,697 3.1% 12,971 5.2% 53.1% 46.9%

6歳～11歳未満 60,699 8.4% 32,780 6.9% 27,919 11.3% 54.0% 46.0%
11歳～16歳未満 52,434 7.3% 32,628 6.9% 19,806 8.0% 62.2% 37.8%
16歳～18歳未満 42,393 5.9% 34,044 7.2% 8,349 3.4% 80.3% 19.7%
18歳～25歳未満 169,853 23.5% 129,049 27.2% 40,804 16.5% 76.0% 24.0%
25歳～30歳未満 101,560 14.1% 71,962 15.2% 29,598 11.9% 70.9% 29.1%
30歳～35歳未満 69,449 9.6% 45,713 9.6% 23,736 9.6% 65.8% 34.2%
35歳～40歳未満 45,503 6.3% 29,119 6.1% 16,384 6.6% 64.0% 36.0%
40歳～45歳未満 28,187 3.9% 17,754 3.7% 10,433 4.2% 63.0% 37.0%
45歳～50歳未満 19,010 2.6% 11,625 2.4% 7,385 3.0% 61.2% 38.8%
50歳～55歳未満 11,679 1.6% 6,666 1.4% 5,013 2.0% 57.1% 42.9%
55歳～60歳未満 7,145 1.0% 3,894 0.8% 3,251 1.3% 54.5% 45.5%
60歳～65歳未満 4,456 0.6% 2,356 0.5% 2,100 0.8% 52.9% 47.1%

65歳以上 4,142 0.6% 1,895 0.4% 2,247 0.9% 45.8% 54.2%
合　　計 722,370 100.0% 461,859 100.0% 247,804 100.0% 65.7% 34.3%

女性比率
男　　性 女　　性全　　体

年　　齢 男性比率
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図表 7 滞在の可能性の高い難民申請者の学歴 2015 年 

  
注：低学歴―登校経験なし、または小学校 
  中程度―中学校、専門学校登校 
  高学歴―高等学校、単科大学、大学登校 
  難民申請での自己申告に基づく 
出所：ドイツ移民難民庁 

 

2015 年以前に流入した難民の職業生活についての事例がいくつか紹介されているが、

ドイツ語の取得が何よりも重要であることが指摘されている。また、手工業で職業教育を

始めた難民の中断率が高いこともいわれており、これは職業教育期間が 3 年程度と時間が

かかるうえ、手当てがもらえるとはいえ小額であるため、故郷に残した家族・親族のため、

できるだけ多くの金額を送金したい難民にとってはあまり魅力的ではないことによる。 

ドイツの中小企業経営者、手工業主が望むように、難民が職業教育を受け、職場での経

験をつんで熟練の専門労働者となる道を選ぶ可能性は高くはなさそうである。 

 

第 4 節 中長期的な労働力問題 

  

中長期的な人口動態と労働力についてはいくつかの見通しが示されている。連邦労働庁

の 付 属 機 関 で あ る 労 働 市 場 ・ 職 業 研 究 所 （  Institut für Arbeitsmarkt- und 

Berufsforschung ）によれば、難民を含め移民が全くなくなると、現在のドイツの就労可

能人口 4,500 万人は 30 年後には 3,000 万人になると予想している( Spiegel Online 

2017.1.8 )。移民の流入が過去 10 年の平均レベルでは労働力を維持するのは十分ではない。

50 年代以降年平均 20 万人の流入超であったが、このペースでは 2050 年までに就労可能

人口は 3,700 万人になるが、すでに 2020 年代半ばから減少が始まる。 

難民の急増により、難民の受入れに上限を設けるべきとの議論があるが、現在の就労可

能人口を今後数十年維持しようとすると、移民全体としての年間 50 万人の受入超が必要

となっている。これは移民の流入が 150 万人、流出が 91 万人、差し引き 55 万人の流入超

を記録した 2014 年の数字に近い。2015 年は例外の年で、210 万人が流入し、うちその半

数が難民であった。2014 年の数字でも過去の数字と比較すると大きいほうで、2010 年は

6～17歳 18歳以上 18～24歳 25～34歳 35～64歳 6～17歳 18歳以上 18～24歳 25～34歳 35～64歳
低学歴 30 31 25 31 36 29 24 20 24 28
中程度 43 24 26 22 25 50 27 28 29 30
高学歴 19 42 46 44 36 17 47 50 49 40
その他 8 3 3 3 3 5 2 2 3 3

女　　　　　性 男　　　　性
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その半分でしかなかった。 

さらに問題が残されている。2014 年までの移住者は図表 8 に示したように、主にほか

の EU 諸国からであった。これらの諸国も少子高齢化が進んでおり、また景気の回復によ

り労働力需要が高まると予想されている。今後は EU 以外の国からの移住者をいかに確保

するかを検討する時期に来ている、という。 

 

図表 8 ドイツへの移住者上位 10 カ国 2014 年 

  
出所：ドイツ統計年鑑 2015 
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第 7 章 2017 年の欧州の政治・社会情勢の行方 

－「政治の季節」、相次ぐ国政選挙― 

 

（一財）国際貿易投資研究所 客員研究員 

田中 友義 

 

第 1 節 不透明な欧州政治情勢 

 

1．欧州の最大のリスク、メルケル再選の帰趨 

英国の EU 離脱（ブレグジット）の決定、米国のトランプ政権の誕生の激震の余波は、

年間を通して、欧州の政治・社会情勢を大きく揺さぶることが予想される。2017 年、欧州

は、フランスの大統領選挙、ドイツの連邦議会選挙など重要な政治イベントを控えて、「政

治の季節」に入る。欧州が抱える様々なリスクの中で、特段に注目しておくべきものとし

て、米国の著名な国際政治アナリスト、イアン・ブレマー氏は、表 1 のような 3 つのリス

クを取り上げている（注 1）。 

ブレマー氏の分析の概要は、以下のとおりである。 

 

（1）弱体化するメルケル 

2017 年は欧州で一連の政治リスクが再び発生し、その中から現実化するものが、いくつ

か確実に出てくる。ブレグジットは、英国と欧州の溝を深めるし、フランスの（大統領）

選挙では、EU 懐疑主義の（仏極右政党）国民戦線（FN）が権力を掌握する可能性がある。

EU とトルコの間の難民合意が容易に瓦解することも考えられるし、大規模テロ行為が他

の先進国に比べてもはるかに大きなリスクであり続ける。また、ギリシャ危機は解消され

ないまま、燻ぶり続ける。 

これらの問題に対して、アンゲラ・メルケル独首相は、これまで揺るぎないリーダーシ

ップを発揮してきた。しかしながら、今年は、欧州全体でメルケル氏への確固とした支持

を欠く難民政策、難民問題に起因する一連のテロ事件、独自動車大手 VW,ドイツ銀行など

大企業を巻き込んだ一連の企業危機、ポピュリズム（大衆迎合主義）の高まりと東欧全体、

英国、イタリアにおける国民投票での驚くべき勝利、「ドイツのための選択肢」（AfD）の

台頭を通じて、メルケル氏のビジョン「より強い欧州」に対する支持を蝕み、彼女の存在
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感を小さくし、ドイツ、EU におけるリーダーシップに打撃を与えることになろう。 

欧州の首脳たちの中でも、メルケル氏が再選を勝ち取る可能性が最も高い。なぜなら、

強力な挑戦者がいないからだ。国内でナショナリズムの台頭が齎す脅威は明らかであるも

のの、EU とユーロ圏であることから齎せる利益をほとんどのドイツ国民は理解している。 

また、メルケル氏の地政学的実力も衰えつつある。ドナルド・トランプ米大統領とは価

値観が共有できないし、ブレグジットは彼女のリーダーシップに対する英国の支持を奪う

ことになる。もし、マリーヌ・ルペン FN 党首がフランス大統領に当選し、EU 加盟の国

民投票を宣言すれば、メルケル氏の強力な敵対者になる。 

欧州は今ほど強いメルケル首相を必要としている時はないが、その役割を果たす立場に

ない。 

 

（2）改革の欠如 

欧州の政権を担う政治家たちが、構造改革を回避し、成長と投資家たちの新しいチャン

スへの期待を損なうことになる。（4 月、5 月に大統領選がある）フランス、（9 月に連邦議

会選がある）ドイツは政治日程上の大きな節目が過ぎるまで待機態勢に入ることになる。

フランス、ドイツも、大々的な変化を国民経済にもたらそうと計画しているわけではない

が、労働その他についての改革のささやかな進展さえも総選挙終了まで待たなければなら

ない。 

イタリアは、真の構造改革が俎上にすら上っていない。弱体の政府は、銀行セクターの

改革その他の重要問題に組織だって取り組む力がない。英国は、EU 離脱に引き続き忙殺

されるので、テレーザ・メイ首相の「資本主義を改革する」という公約を守ることはでき

ない。 

 

（3）中央銀行の政治化 

新興国だけでなく、米国、ユーロ圏、英国の政治家たちは、ありとあらゆる政治的、経

済的問題を中央銀行のせいにすることから、中央銀行の役割を覆す恐れがあり、世界市場

のリスクとなっている。 

英国のメイ首相は、低金利政策が「預金者」を害し所得の不平等を高めたとイングラン

ド銀行を攻めている。ドイツのヴォルフガング・ショイブレ財務相は、（欧州中央銀行：

ECB の）低金利（政策）が EU の（ギリシャなど）周辺諸国の持続不可能な経済モデルを
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改革するイニシアティブを減らしていると厳しい発言をしている。世界経済の 4 割近くを

占める米国とユーロ圏における政治、経済両面の難問によって、中央銀行に対する圧力は

一層大きな問題になり、マリオ・ドラギ ECB 総裁がユーロ圏を下支えするために必要な

支持がないと感じるようになるというリスクがある。 

 

表 1 2016 年と 2017 年の世界トップ 10 リスク予想 

2016 年 2017 年 

1．同盟の空洞化（欧米の同盟関係の弱まり、世界の安全保

障システムが動揺） 

2．閉ざされた欧州（IS への恐怖、シェンゲン協定の崩壊）

3．中国の占有スペース（AIIB 設立と中国の影響力の増大）

4．IS と「友人」たち 

5．サウディアラビア 

6．科学技術者の興隆 

7．予測できない指導者たち 

8．ブラジル 

9．十分でない選挙 

10．トルコ 

1．わが道をゆくアメリカ 

2．中国の過剰反応 

3．弱体化するメルケル 

4．改革の欠如 

5．テクノロジーと中東 

6．中央銀行の政治化 

7．ホワイトハウスとシリコンヴァレー 

8．トルコ 

9．北朝鮮 

10．南アフリカ 

 (注)下線は筆者によるもの。 
（出所）イアン・ブレマー（2017/01/04）などから作成。 

 

2．極右ルペンの仏大統領選、英 EU 離脱交渉 

欧州の重要課題（予測）について、英フィナンシャル・タイムズ紙も表 2 のようないく

つかの課題を取り上げている（注 2）。その中で、筆者が重要と考える 3 つの課題を取り上

げてみた。 

 

①ドイツのメルケル首相は再選されるか 

再選される。（9 月の）連邦議会選で勝利を収めるだろうが、与党のキリスト教民主・社

会同盟（CDU・CSU）は議席を減らすことになる。大きなテロ事件が発生しなければ、

有権者は不安をのみ込んで与党に投票する。「ドイツのための選択肢」（AfD）は初の議

席を獲得するだろうが、メルケル氏は何とか再選をやり遂げるだろう。 
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②極右政党国民戦線ルペン党首が仏大統領選で勝利するか 

勝てない。もちろん、勝つ確率がゼロではない。（現状に）幻滅した労働者階級、未熟練

若年層、国民の 10％を占める失業者が集団で投票所に押し寄せたら、何が起こるかわか

らない。また、中道・右派統一候補、フランソワ・フィヨン元首相の市場改革に反対す

るという理由で、左派の有権者が（第 2 回目の）決選投票に足を運ばなかったら、どう

なるかわからない。それでも、ルペン氏が勝利することはまずないだろう。 

 

③英 EU 離脱手続き（リスボン条約第 50 条）は 2017 年第 1 四半期末までに発動されるか 

発動される。メイ首相への早期発動の圧力が限界に達しつつある。ただし、外的な要因

で遅れることはあり得る（英最高裁での 1 月の判断、英議会上院での政治工作など）。 

以上のように、米英の 2 つの代表的な調査研究機関と報道メディアの予測の概要を取り

上げたが、これらの予測を大きく覆すような動きが、すでに出てきている。 

まず、メルケル首相の再選の可能性に黄信号が点き始めていることである。強力なライ

バルが出現したのである。ドイツの中道左派の社会民主党（SPD）のマルティン・シュ

ルツ前欧州議会議長が首相候補として、9 月の連邦議会選挙に立候補することになった

からだ。直近の世論調査によると、シュルツ氏の支持率がメルケル氏を上回ったこと、

SPD 支持率がはじめて CDU/CSU を上回ったことである（注 3）。こうした流れが加速

するのか、あるいは逆流するのか、今後の動向を注意深くみる必要があろう。 

次に、フランスの大統領選で最有力候補とみなされていたフィヨン候補が家族の公金流

用疑惑スキャンダルで、支持率を大きく下げたことで、ルペン氏との決選投票に残れな

い可能性が著しく高まっていることである。このスキャンダルによって、ルペン候補へ

の支持がどの程度広がるのか、4 月下旬に迫っている第 1 回投票日まで予断を許さない

状況が続く。 
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表 2 英フィナンシャル・タイムズ紙の 2017 年予測 

予想項目 予想内容 

①英国 EU 離脱手続き（リスボン条約 50 条）は 2017 年第 1 四半期末まで

に発動されるか 

①Yes.何らかの危機が起こらない限り 

②極右政党国民戦線ルペン党首が仏大統領選に勝利するか 

 

②No.確率はゼロではない。現状に幻滅した労働者階

級、未熟練な若年層、失業者が多数投票した場合、あ

るいは、左派の有権者が決選投票に行かなかった場合

③ドイツのメルケル首相は再選されるか ③Yes.与党 CDU/CSU は議席を減らす。「ドイツのため

の選択肢」は初の議席を獲得する公算が大きい 

④イラン核合意は破綻するか ④No 

⑤トランプ氏とプーチン氏はシリア問題で合意を結ぶか ⑤Yes, 

⑥トランプ氏はメキシコ国境に壁を建設するか ⑥Yes 

⑦IS はグローバル武装勢力として粉砕されるか ⑦No 

⑧北朝鮮は核弾頭搭載ミサイルの実験に成功するか ⑧No 

⑨中国は 10％超の人民元下落を容認するか ⑨No 

⑩ベネズエラはデフォルトするか ⑩No 

⑪英経済成長率は本年に１％を割り込むか ⑪No、ハードブレグジットが近づくにつれて鈍化する

⑫米フェデラルファンド金利(FF レート)は年末に 1.5％を超えているか ⑫No  

⑬原油価格が 1 バレル 50 ドルを本年末に超えているか ⑬Yes 

⑭EU のインフレ率は本年末までに 1.5％以上に達しているか ⑭No.インフレ率は上昇し続けるが、1.5％を突破する

ことはないだろ 

⑮米アップル社は本年末に最高の価値企業を保持するか ⑮Yes 

⑯米ウーバーテクノロジーズ社は上場するか ⑯No 

⑰米ゴールドマン・サックスの CEO ロイド・ブランクファイン、米 JP モ

ルガン・チェース CEO ジェイミー・ダイモンは退任するか 

⑰No 

（注）下線は筆者によるもの。 
（出所）Financial Times(December31,2016)などから作成。 
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第 2 節 欧州政治を左右する仏独選挙の行方 

 

1．フランス大統領選挙（4 月 23 日、5 月 7 日） 

2017 年の主要政治イベントは、すでに終了しているものも含めて表 3 のとおりである

（2017 年 2 月時点）。 

 

表 3 2017 年の主要政治イベント 

2017 年 1 月 17 日 メイ英首相、ハードブレグジット方針を表明 

1 月 24 日 英最高裁、EU 離脱通告に議会承認「必要」との判決 

   1 月 26 日 英政府、EU 離脱通告法案を議会に提出 

   1 月 27 日 英米首脳会談（ワシントン）、「特別の関係」を再確認 

   2 月 3 日 EU 非公式首脳会議（マルタ）、英 EU 離脱、対米関係、難民問題など議論 

3 月 9－10 日 欧州理事会 

3 月 15 日 オランダ議会選挙 

   3 月 25 日 EU60 周年サミット（ローマ） 

   3 月末まで 英国が EU へ正式離脱通告 

   4 月初め 英 EU 離脱交渉開始か 

4 月 23 日 フランス大統領選挙（第 1 回目） 

   5 月 7 日 フランス大統領選挙（第 2 回目） 

   5 月 26-27 日 G７サミット（イタリア・シチリア） 

   6 月 11 日 フランス議会選挙（第 1 回投票） 

6 月 18 日 フランス議会選挙（決選投票） 

   6 月 22－23 日 欧州理事会 

   6 月―8 月 イタリア議会選挙か 

   7 月 7-8 日 G20 サミット（ドイツ・ハンブルク）保護主義など議論 

   9 月 24 日 ドイツ連邦議会選挙 

10 月 19－20 日 欧州理事会 

12 月 14－15 日 欧州理事会 

（出所）報告者作成（2017 年 2 月時点）。 
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今後の欧州政治で最大の関心事の一つは、4 月 23 日に行われるフランスの大統領選挙

の行方であろう。去年 12 月、社会党出身のフランソワ・オランド大統領は、出馬断念する

ことを表明した。現職の大統領が再出馬を断念するのは、1958 年発足の現在の第五共和制

下では初めてのことである（注 4）。 

本年 1 月末、与党社会党など左派の予備選で、ブノワ・アモン前国民教育相が候補に決

まった。無所属の前経済産業デジタル相エマニュエル・マクロン候補とともに、国民戦線

のマリーヌ・ルペン候補、最大野党の中道右派共和党（LP）のフランソワ・フィヨン候補

を追う大統領選の構図が固まった。主要な大統領選候補者は、表 4 のとおりである（2017

年 2 月現在）。 

 

表 4 フランス大統領選の主要候補者と政策 

  

（出所）Reuters(http://jp.reuters.com/news/world/eurocrisis)(2017/02/16) 

 

主要メディアは、世論調査に基づいて、ルペン氏が第 1 回投票で首位に立つものの、2

回目の決選投票ではフィヨン氏に敗退し大統領の座には届かないとみていた。しかし、最

有力視されていたフィヨン氏が親族のスキャンダルで、求心力を大きく失ってしまった。

直近の世論調査（2 月 16 日）では、トップはルペン氏 25～26％、第 2 位はマクロン氏 20

～23％、第 3 位フィヨン氏 17.5～18.5％、第 4 位アモン氏 14～14.5％、第 5 位メランシ

ョン氏 11.5～12％となっている。第 2 回の決選投票ではマクロン氏が 62％を得票し、38％

のルペン氏を、あるいは 57％得票のフィヨン氏が 43％のルペン氏を、いずれの場合でも
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破る見通しである（注 5）。 

英 EU 離脱の国民投票や米大統領選挙の欧米メディアの世論調査の予測は、ことごとく

外れてしまったことは周知のとおりである。フィヨン氏あるいはマクロン氏が党派を超え

た幅広い支持を集められない限り、勢いづくルペン氏が決選投票で勝利する可能性も排除

できない。極右の大統領の誕生は、フランスのみならず欧州、延いては世界を不安定化さ

せ、EU 分裂の危機を現実化させよう（注 6）。 

 

2．ドイツ連邦議会選挙（9 月 24 日） 

長い間、沈黙を守っていたメルケル首相は昨年 11 月、連邦議会選挙に首相候補として

出馬して、4 期目を目指すことを明らかにした。メルケル氏は 2005 年に首相に就任、すで

に、3 期目に入っている。もし、4 期目の 2021 年まで在職すれば、CDU のヘルムート・

コール元首相と同じ最長在任を記録することになる。 

しかしながら、シリアなどからの難民の受け入れを歓迎すると表明し、欧州の難民問題

を深刻化させたとして、ドイツ国内のみならず、他の EU 諸国から強い批判を浴びた。ト

ランプ氏も大領領選挙期間中に対立候補のヒラリー・クリントン氏を「米国のメルケル」

と呼び、数十万人の難民を受け入れたメルケル氏の決断を「正気ではない」と断じた。 

メルケル氏自身が党首を務める CDU は、難民の受け入れに反対する右派政党「ドイツ

のための選択肢」（AfD）にバーデン・ヴュルテンベルグ、ラインラント・プファルツ、ザ

クセン・アンハルトなどの州議会選挙で敗れるなど地方選挙で苦戦し、4 期目を目指すか

どうか注目されていた。2015 年 1 年間で中東・アフリカなどから 100 万人を超える難民

がドイツに殺到し、寛容な難民政策を掲げるメルケル氏に批判が集まり、同氏の支持率は、

一時期大幅に低下した。 

それだけに、AfD などポピュリズムが急速に勢力を増しているなか、メルケル氏は「今

秋の選挙は、1990 年のドイツ統一後以降で、最も厳しいものになる」と語っている。欧州

で最も経験豊かな指導者といえどもメルケル氏の再選は盤石ではない。このところ、メル

ケル首相支持率が、対立候補の SPD マルティン・シュルツ前欧州議会議長を下回ってい

る。直近の世論調査（公共放送 ARD、2 月 2 日）によると、シュルツ氏 50％に対して、

メルケル氏 34％にとどまった。ただし、政党支持率では CDU/CSU が 34％、SPD28％と

なっているものの、昨年 12 月の調査時から SPD の支持率が大幅に上昇している（注 7）。 
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第 3 節 強まる反 EU の動き、ポピュリズムに揺れる欧州 

 

1．EU の将来、悲観的な国民世論 

「EU 加盟国で EU に懐疑的な見方が増えている」。米ピュー・リサーチ・センターが

2016 年 6 月に発表した EU10 ヵ国の世論調査結果で明らかになった（注 8）。EU を「好

ましくない」と答えた人が多かった国は、ギリシャで 71％、フランス 61％、スペイン 49％、

英国 48％、ドイツ 48％など。他方「好ましい」と答えた人が多かった国は、ポーランド

72％、ハンガリー61％、イタリア 58％、スウェーデン 54％、オランダ 51％などとなって

いる。前年の世論調査と比べて EU に肯定的な意見が減少しているという。 

欧州委員会が昨年 11 月に発表した世論調査結果（表 5）でも同じ傾向がみられる（注

9）。EU の将来について、EU 全体では、50％が「楽観的である」に対して、44％が「悲

観的である」と、1 年前に比べて、それぞれ 8 ポイント減、6 ポイント増と、EU 市民は悲

観的な見方を一段と強めていることは明らかである。 

より詳細にみてみると、楽観的な見方が 70％を超えた国は、アイルランド、リトアニア

の 2 カ国であるが、前年はアイルランドなど 7 カ国であった。主要 4 カ国のうち、ドイツ

は 60％、イタリア 53％、フランス 50％、英国 49％であった。他方、50％かそれ以下の国

は、前年の 5 ヵ国から 9 ヵ国に増えている。また、悲観的な見方が楽観的な見方を上回っ

た国は、前年がギリシャ、キプロスの 2 カ国に過ぎなかったのに対して、6 カ国に増えて

いる。 

次に、回答者が EU の主要課題として、第 1 に移民（難民）を挙げている。以下、テロ、

景気、財政、失業の順となっている。前年と比較して、景気、失業、財政への関心がかな

り低下しているのに対して、移民（難民）が 7 ポイント増、テロが 15 ポイント増と大幅

に増えている。 

こうした国民世論の変化が、本年 3 月のオランダ下院選挙、4 月のフランス大統領選挙、

9 月のドイツ連邦議会選挙などの投票結果にどのように影響するのか注視すべきだろう。 
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表 5 EU 各国の世論の動向（％） 

 EU の将来 

 

EU の主要課題 

 

楽観的 悲観的 わからない 移民 テロ 景気 財政 失業 

アイルランド 77 18 5 41 33 21 12(注 1) 17 

リトアニア 70 25 5 53 44 14 10 8（注 2） 

マルタ 67 23 10 65 45 10 9 7（注 3） 

ルーマニア 67 29 4 36 18 10 16 28 

ポーランド 66 27 7 50 43 15 14 7（注 4） 

ルクセンブルク 65 34 1 42 39 16 16 20 

スロベニア 62 36 2 58 36 16 11 11 

クロアチア 59 39 2 43 42 13（注 5） 17 16 

スロバキア 59 38 3 51 40 11 20 10（注 6）

フィンランド 58 40 2 38 22 23 31 15（注 7）

スペイン 57 38 5 32 33 31 20 22 

デンマーク 57 39 4 59 21 23 13（注 8） 15 

エストニア 56 37 7 70 41 15 13 5（注 9） 

ベルギー 56 43 1 43 33 22 16 13 

ブルガリア 55 35 10 62 42 12 8 6（注 10）

ラトビア 55 42 3 57 33 23 25 8（注 11）

オランダ 54 44 2 56 35 20 36 18 

ポルトガル 54 37 9 23 23 24 38 22 

ハンガリー 53 42 5 65 40 15 14 8（注 12）

ドイツ 50 45 5 50 31 14 26 16 

EU28 カ国 50 44 6 45 32 20 17 16 

スウェーデン 49 49 2 57 20 25 13 13(注 13) 

チェコ 49 47 4 63 47 9 15 7（注 14）

オーストリア 48 49 3 39 43 20 22 16 

イタリア 42 50 8 49 23 23 12 27 

フランス 41 56 3 36 35 21 15 20 

英国 40 51 9 42 26 24 11（注 15） 13 

キプロス 39 56 5 47 35 28 8（注 16） 29 

ギリシャ 30 68 2 41 27 33 29 22 

（注 1）EU 影響力（12％）、物価上昇（12％）（注 2）物価上昇（12％）、犯罪（11％）（注 3）犯罪（8％）、

気候変動（7％）（注 4）物価上昇（9％）、EU 影響力（8％）、犯罪（8％）（注 5）犯罪（13％）（注 6）犯

罪（12％）、 
物価上昇（11％）（注 7）気候変動（17％）、EU 影響力（15％）（注 8）気候変動（16％）、EU 影響力（15％）

（注 9）EU 影響力（9％）、犯罪（8％）（注 10）犯罪（8％）、EU 影響力（7％）、気候変動（6％）、物価

上昇（6％）（注 11）EU 影響力（19％）、気候変動（11％）（注 12）犯罪（11％）、気候変動（8％）（注

13）気候変動（22％）、EU 影響力（18％）、環境（13％）（注 14）犯罪（12％）（注 15）EU 影響力（14％）、

物価上昇（11％）（注 16）犯罪（14％） 
（出所）European Commission,Eurobarometer86 から作成。 
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2．トランプ流「米国ファースト」、勢いづくポピュリスト勢力 

昨年 11 月 8 日、「米国ファースト」を唱えるドナルド・トランプ氏勝利の衝撃的なニュ

ースは、欧州を大きく揺らすことになった。欧米メディアは「欧州襲うポピュリズムの大

波－トランプ勝利と英離脱で」と大きく報じた(注 10)。 

「選挙に勝つために何でもする」といって憚らずに、ポピュリズム（大衆迎合主義）を

武器に有権者の心をつかんだトランプ氏の勝利に勢いづいたのは、欧州各国の極右、極左

を問わずポピュリスト勢力であった（表 6）。トランプ勝利にいち早く祝意を表明したのは、

フランスの国民戦線マリーヌ・ルペン党首であった。ルペン氏は、大統領選挙の有力候補

であり、現在 25～26％の支持率で、トップを走っている。「今日は米国、明日はフランス

だ」と勢いづく(注 11)。 

また、3 月 15 日の下院選挙を控えるオランダの極右政党・自由党（PVV）ヘルト・ウィ

ルダース党首や連邦議会選挙が行われるドイツでも、難民受け入れに反対する「ドイツの

ための選択肢」（AfD）のフラウケ・ペトリ共同党首は「トランプ氏は変革をいとわない」

と勝利を祝した。イタリアの EU 懐疑派の新興政党「五つ星運動」の創設者、ベッペ・グ

リッロ氏は、「米国で起きたことと我々の運動は似ている」とトランプ氏勝利を追い風にな

るとの認識をにじませた。 
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表 6 ポピュリスト政党の動き（2017 年 2 月時点） 

国  名 政党名 最近の動き 

ドイツ ドイツのための選択肢

（AfD） 

反移民、ユーロ離脱、反イスラム、シェンゲン協定凍結を主張する新興右派政党。2013

年の連邦議会選挙で議席獲得には至らなかったが、4.9％の支持率を獲得。14 年の欧

州議会選挙で 7％の支持率、初の 7 議席獲得、16 年 3 月の 3 つの州の議会選挙で大躍

進、初の議会入り。英国の EU 離脱を支持。本年 9 月の連邦議会選挙で初の議席獲得

が有力視。 

フランス 国民戦線（FN） 脱ユーロ・反 EU・反イスラム・不法移民の強制送還。シェンゲン協定停止など主張。

2012 年の国民議会選挙で 2 議席獲得。14 年の欧州選挙で最多の 24 議席を獲得して第

1 党に躍進。15 年 12 月の地方議会選挙第 1 回において 27.7％と最大の得票率を獲得。

英国の EU 離脱を支持。本年 4 月‐5 月の大統領選挙決選投票で FN の候補が勝利する

か。 

英国 英国独立党（UKIP） 移民排斥・脱 EU を掲げる。2013 年の地方選挙で大幅に議席を伸ばして第 3 党、14 年

の欧州議会選挙で 24 議席を獲得、第 1 党に大躍進。英国の EU 離脱運動を推進。 

イタリア 

 

五つ星運動（M5S） 

 

北部同盟（LN） 

既成政党を批判、ユーロ離脱、反財政緊縮を掲げる。2013 年の選挙で第 3 党に躍進、

初の上院 54 議席、下院 109 議席を獲得。14 年の欧州議会選挙で初の 17 議席を獲得、

第 2 政党に躍進。16 年 6 月のローマ,トリノの市長選で同党の候補が初当選。 

反移民、反イスラム、反 EU 、シェンゲン協定停止などを唱える左派政党。現在、上

院 12 議席、下院 16 議席を占める。 

オランダ 

 

自由党（PVV） 

 

反 EU・反ユーロ・反イスラム・移民排斥を唱える。2010 年の下院選挙で 24 議席を獲

得、閣外協力の形で政権参加。14 年の欧州議会選挙で第 3 党として 4 議席を維持。英

国の EU 離脱を支持。本年 3 月の下院選挙で第 1 党に躍進する勢い。 

スペイン ポデモス（PODEMOS） 既成政党を批判、反緊縮・雇用創出を公約に掲げる急進左派政党。2014 年 5 月の欧州

議会選挙で、5 議席獲得。16 年 6 月の議会選挙で第 3 勢力に躍進。 

デンマーク 国民党（DF) 反イスラム・反移民・反ユーロを唱える。2014 年の欧州議会選挙で 4 議席を獲得、第

1 党に躍進。15 年 6 月の総選挙で 37 議席を獲得、第 2 党に躍進。英国の EU 離脱を支

持。 

ギリシャ 黄金の夜明け(Golden 

Dawn) 

 

◎急進左派進歩連合

（SYRIZA） 

反ユーロ・反ユダヤ主義・人種差別など排外的な主張を掲げる。2012 年 5 月の総選挙

で初の 18 議席、14 年欧州議会選挙でも初の 3 議席を獲得。9 月の選挙で第 3 党に躍

進。 

欧州懐疑主義、反緊縮を掲げる急進左派政党。20012 年選挙で 71 議席を獲得、第 2 党

に。14 年の年欧州議会選挙で 6 議席を獲得、第 1 党に躍進。15 年 1 月の総選挙で第 1

党となり、反緊縮を掲げる「独立ギリシャ人」（ANEL,右派）との左派連立政権を樹立。

15 年 9 月、内閣総辞職後の総選挙で、ANEL との連立の第 2 次 SYRIZA 政権が発足。 

オーストリア 自由党（FPO） 反ユーロ・反移民・反イスラムなど排外主義を唱える極右政党。2013 年議会選挙で 42

議席獲得、第 3 党に躍進。2014 年欧州議会選挙で 4 議席として、第 2 党に躍進。16 年

5 月の大統領選の決選投票で自由党候補が僅差で惨敗。英国の EU 離脱を支持。 

スウェーデン 民主党 移民・難民規制強化を主張する極右政党。2010 年の総選挙で初進出 20 議席獲得。214

の欧州議会選挙で初進出し、2 議席獲得,15 年 10 月の総選挙で第 3 党に躍進。英国の

EU 離脱を支持。 

フィンランド ◎真のフィンランド人

（PS） 

反 EU・移民制限などを掲げる。2011 年議会選挙で 39 議席を獲得、第 3 党に大躍進。

14 年年の欧州議会選挙で 2 議席を獲得。15 年 5 月から連立与党に参加。英国の EU 離

脱を支持。 

ポーランド ◎法と正義 反移民などを唱える民族主義的政党。2015 年 10 月の選挙で、単独過半数を獲得、政

権与党に躍進。 

ハンガリー ヨッビク（Jobbik）―

ハンガリーのための運

動 

◎フィデス・ハンガリ

―市民連盟 

反ユーロ・民族主義・反ユダヤ主義を掲げる。2014 年欧州議会選挙で 3 議席を獲得、

第 2 党に、14 年 4 月の議会選挙で 24 議席を獲得し、第 3 党に躍進。 

難民・移民に対する敵対的はスタンスをとる中道右派ポピュリスト政党。 

 

◎は政権に参加 
（出所）報告者が作成 
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これとは対照的に、欧州各国の政府首脳は、一応に戸惑いを隠さない。EU のドナルド・

トゥスク欧州理事会常任議長（EU 大統領）、ジャン=クロード・ユンケル欧州委員会委員

長は、トランプ氏宛の書簡で「自由・人権・市場経済への信頼といった共通の価値が定着

した EU と米国が緊密に協力することによってのみ、過激派組織『イスラム国』（IS）やウ

クライナの主権への脅威、気候変動や移民・難民など前代未聞の課題に取り組める」と強

調した（注 12）。また、ユンケル委員長は、トランプ氏が欧州に関心が低いことに不安を

漏らし、「国際関係をひっくり返すリスクがある」との懸念を示した（注 13）。 

トランプ流「米国ファースト」は、EU 分断を策しているのではないかと、EU 首脳たち

はトランプ氏勝利以来、疑心暗鬼に陥っている。トランプ氏が本年 1 月の大統領就任直前

に行った英タイムズ紙と独ビルト紙の共同インタビューは、この疑念を一段と強めること

になった。その概要は以下のようなものであった（注 14）。 

 

①EU については、米国を貿易面で不利な立場に追い込むために作られた組織だ。EU が

存続しようが、分裂しようが、どうでもよい。 

②EU はドイツのための乗り物（道具）であり、ドイツに大きな利益をもたらしている。

したがって、英国が EU 離脱を決めたことは、全く正しい選択だし、素晴らしいものに

なるだろう。他国も離脱するだろう。 

③英国との貿易協定については、迅速かつ適切に実施されるよう尽力する。 

④メルケル首相の移民政策は誤っている。 

⑤NATO は旧態依然とした組織だ。十分な防衛費を支出していない加盟国がある。テロリ

ズムとの戦いにも十分貢献しなかった。 

 

トランプ大統領の「EU 軽視」の姿勢に、先行きの欧米関係への不安が深まるばかりで

ある。先の 2 月 3 日のマルタ非公式 EU 首脳会議で、トゥスク EU 大統領は「米国の変化

によって EU は厳しい立場に立たされる。欧州はもっと強くあらねばならない」と訴えた。 

欧州は、トランプ流米国第一主義と勢いづくポピュリズムに翻弄され続けるだろう。 

（2017 年 2 月 18 日脱稿） 
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注・参考資料： 

1．Top Risks 2017(Eurasia Group)（2017/01/04） 

2．Financial Times(2016/12/31）日本経済新聞（電子版）（2017/01/05） 

3．Reuters(2017/02/07)、（2017/02/03） （いずれも電子版）。独ビルト紙が 2 月 6 日に発表した世論調
査によると、SPD の支持率が 31％で、CDU/CSU の 30％を上回った。シュルツ氏が本年 1 月末に
党首に就任して以降、SPD の支持率が急速に伸びてきている。また、独公共放送 ARD が 2 月 2 日
に発表した世論調査によると、首相候補の支持率では、シュルツ氏が 50％と、34％のメルケル氏を
上回った。 

4. 唯一の例外は、1969 年 6 月の第 2 代大統領に選出されたジョルジュ・ポンピドゥー氏の病死による
任期（1976 年）途中の退任である。1974 年 5 月、ヴァレリー・ジスカール・デスタン氏が第 3 代
大統領に選出された。 

5．仏ルモンド紙・仏世論調査会社 Cevipof-Ipsos-Sopra Steria の世論調査 (Reuters2017/02/16）。 

6．2002 年の大統領選挙第 1 回投票で、社会党候補のリオネル・ジョスパン首相が予想外の敗退という
番狂わせがあり、中道右派候補のジャック・シラク現職大統領と極右政党国民戦線（FN）候補のジ
ャン=マリ・ル・ペン党首（マリーヌ・ ル・ペン氏の父）との決選投票となった。極右の台頭を
恐れた左派リベラル支持層もシラク候補に投票し、82.21％という高い得票率で、再選を果たした。 

7．独シュテルン誌・テレビ局 RTL・世論調査会社フォルザの世論調査（2 月 15 日）：政党支持率：
CDU/CSU34％、SPD31%、AfD9％。 首相候補支持率：メルケル氏 38％、シュルツ氏 37％
（Reuters2017/02/15） 

8．EU Referendum, Euroscepticism on rise in Europe, poll suggests(BBC,2016/o6/08) 

9．European Commission,Eurobarometer86,Autumn2016(November2016) 

10．Reuters(2016/11/13) 

11．Ibid. 

12．Letter from President Tusk and Juncker to congratulate Donald Trump on his election as the 
next President of the United States(European Council The President ,Statements and remarks 
643/16,09/11/2016) 

13．日本経済新聞（電子版）（2016/11/12） 
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